
    防災訓練実施結果報告書 

                  

  令 02 原機(大安)010  
                     令和 2 年 4 月 10 日 

原子力規制委員会 殿 

 

報告者 

住所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765番地1 

氏名 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

    理事長  児玉 敏雄         
 

防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第１３条の２第１項の規定に基づ

き報告します。 

原子力事業所の名称及び場所 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

大洗研究所 

茨城県東茨城郡大洗町成田町４００２番地 

防災訓練実施年月日 令和元年１０月１５日 別紙２のとおり 

防災訓練のために想定した原子

力災害の概要 

警戒事態に該当する地震発生を起

点として、原子炉運転中であるＨＴＴ

Ｒ及び「常陽」において、原子炉停止

機能及び冷却機能の全ての喪失（ＨＴ

ＴＲ）並びに交流電源の喪失（「常陽」）

により、警戒事態、施設敷地緊急事態

及び全面緊急事態へ進展する原子力

災害を想定 

別紙２のとおり 

防災訓練の項目 総合訓練 個別訓練 

防災訓練の内容 

（１）総合訓練 
（２）個別訓練 

①通報訓練 
②避難訓練 
③緊急時環境モニタリング訓練 
④救護訓練 

（１）個別訓練 

その他の訓練 

①遠隔機材の操作訓練 

②原子力緊急事態支援

組織との連携訓練 

③支援本部及び原子力

事業所災害対策支援

拠点との連携訓練 

防災訓練の結果の概要 別紙１のとおり 別紙２のとおり 

今後の原子力災害対策に向けた

改善点 
 別紙１のとおり 別紙２のとおり 

  備考 用紙の大きさは、日本産業規格A４とする。 
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（２）評価体制 

   機構内の他拠点から選出された訓練モニタ（以下「訓練モニタ」という。）及び外部機関の有

識者による評価並びに反省会を通じて課題の抽出を行う。また、昨年度の訓練で抽出された課

題は、課題チェックリストを作成し評価する。 

 

（３）参加者 

○参加人数 ：３８０名 

＜内訳＞ 

・現地対策本部 ：１３３名 

・ＨＴＴＲ現場指揮所 ： ６５名 

・「常陽」現場指揮所 ：１４１名 

・機構対策本部 ： ３４名 

・ＥＲＣ派遣災害対策現地情報連絡員（以下「リエゾン」という。） ：  ４名 

・緊急事態応急対策等拠点施設（以下「ＯＦＣ」という。）派遣要員 ：  ３名 
 

○訓練評価者（訓練モニタ及び外部機関の有識者） ：  ６名 

○その他（避難待避訓練のみ参加した所内従業員等） ：８５８名 

 
４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

警戒事態に該当する地震発生を起点として、原子炉運転中であるＨＴＴＲ及び「常陽」におい

て、原子炉停止機能及び冷却機能の全ての喪失（ＨＴＴＲ）並びに交流電源の喪失（「常陽」）に

より、警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態へ進展する原子力災害を想定する。 

（１）前提条件 

・大洗研究所内の施設の運転状態は、ＨＴＴＲ及び「常陽」はそれぞれ定格出力３０ＭＷ、１

００ＭＷで連続運転中（その他の施設は停止中（給排気設備を除く。）） 

・ＨＴＴＲは、原子炉格納容器の障壁の喪失に至る事象進展が緩やかであることから、１週

間の時間短縮を行う。 

 
（２）事象概要 

時刻 ＨＴＴＲ 「常陽」 

11：00 
【AL＜地震発生（大洗町及び鉾田市で震度 6 弱）＞】 
・東京電力パワーグリット（株）大洗１・２号線に被害が生じ、大洗研究所内の商用電源

が全て喪失するが、各施設の非常用電源設備は正常に起動 

11：00 

・「地震加速度大」原子炉自動停止信号が発

報したが、制御棒が挿入されず原子炉停

止に失敗 
・地震発生と同時に商用電源が喪失した

が、非常用発電機(2 台)の自動起動によ

り、崩壊熱除去設備は正常に起動 

・「地震加速度」の安全保護系信号により定

格出力運転中の原子炉が自動停止 
・非常用発電機は、1 号機は正常に起動し

たが、2 号機は自動起動に失敗 

11：05 
・手動スクラム操作を実施したが、制御棒

が原子炉へ挿入できず 
 

11：08  
・非常用発電機 2 号機の復旧に向けた対応

を開始 

11：15 

・非常用発電機 2 台が自動停止、全交流電

源が喪失 
・崩壊熱除去運転中の補助冷却設備及び炉

容器冷却設備が停止し、原子炉の冷却機

能が全て喪失 
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時刻 ＨＴＴＲ 「常陽」 

11：16  

【AL＜電源供給機能の異常（その 1：交流

電源喪失）＞を原子力防災管理者が

判断】 
・非常用交流電源が１系統のみとなり、そ

の状態が 15 分以上継続 

11：35 ・直流電源枯渇  

11：40 

【AL＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

のおそれ＞を原子力防災管理者が

判断】 
・現場の制御盤で使用済燃料貯蔵プール水

位が計測できないことを確認 

 

12：10  

【AL＜電源供給機能の異常（その 1：交流

電源喪失）＞事象解除を原子力防災

管理者が判断】 
・非常用交流電源 2 系統の回復を確認 

12：30 

【AL＜使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失

のおそれ＞事象解除を原子力防災

管理者が判断】 
・当該水位計を予備品と交換し、プール水

位の計測が正常に復旧 

 

13：16 

【SE＜原子炉停止機能の全ての喪失＞ 
＜原子炉冷却機能の全ての喪失＞を

原子力防災管理者が判断】 
・原子炉圧力容器上鏡温度が 390℃に到達 

 

13：25 ・管理区域内で負傷者発生（救急車の要請）  

13：38 

【AL＜単一障壁の喪失＞を原子力防災管

理者が判断】 
・補助冷却器出口ヘリウム圧力が低下し、

原子炉格納容器圧力が上昇し34.3kPaを

超え原子炉冷却系障壁が喪失したことを

確認 

 

13：52 

【GE＜原子炉停止機能の全て喪失かつ冷

却機能の全て喪失＞を原子力防災

管理者が判断】 
・原子炉冷却系障壁喪失後の原子炉格納容

器内圧力が静定圧力である 150kPa を下

回り、さらに下降傾向であることを確認 

 

14：00 

・非常用発電機燃料槽内のスラッジが沈下

し、非常用発電機のトリップ原因であっ

た燃料供給ライン燃料フィルタのスラッ

ジによる目詰まりの除去により、非常用

発電機の再起動が可能であることを確認 

 

14：04 
・厚生医療グループが負傷者を大洗海岸病

院へ搬送（模擬） 

 

14：10 
・非常用発電機燃料供給ライン燃料フィル

タ交換作業を開始 
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14：30 ・非常用発電機の復旧が完了  

14：34 ・非常用発電機を 2 台起動  

14：37 ・放射線監視設備復旧  

14：38 ・後備停止系を投入  

14：39 ・炉容器冷却設備を起動  

15：02 ・非常用空気浄化設備を起動  

16：00 訓練終了 

 
５．防災訓練の項目 

総合訓練 

 
６．防災訓練の内容 

本訓練は、「防災業務計画」に基づき、大洗研究所及び機構本部との合同による総合訓練及び

個別訓練を実施した。 

なお、以下の各訓練はシナリオ非提示型として実施した。ただし、訓練コントロール上、現地

対策本部要員及び現場対応班員の一部に対して、事前に訓練シナリオを説明して実施した。 

 

６．１ 総合訓練 

６．１．１ 現地対策本部における訓練 

（１）現地対策本部要員の招集訓練 

（２）機構対策本部及び発災現場指揮所との情報共有訓練 

（３）ＥＲＣ及び機構対策本部と統合原子力防災ネットワークシステムに接続されたＴＶ会議

システム（以下「統合ＮＷシステム」という。）による情報共有訓練 

（４）原災法第１０条及び第１５条事象発生による関係機関への派遣対応訓練 

（５）大規模地震発生後の人員点呼及び施設等点検結果の集約・報告訓練 

（６）プレス対応訓練 

（７）原子力事業所災害対策支援拠点及び原子力緊急事態支援組織への支援要請訓練 

６．１．２ ＨＴＴＲ現場指揮所における訓練 

（１）ＨＴＴＲにおける緊急時対応訓練 

（２）現場指揮所と現地対策本部との情報共有訓練 

６．１．３ 「常陽」現場指揮所における訓練 

（１）「常陽」における緊急時対応訓練 

（２）現場指揮所と現地対策本部との情報共有訓練 

６．１．４ 機構対策本部における訓練 

（１）機構内及びＥＲＣとの情報共有訓練 

（２）原子力事業所災害対策支援拠点及び原子力緊急事態支援組織との連動訓練 

 

６．２ 個別訓練 

（１）通報訓練 

（２）避難訓練 

（３）緊急時環境モニタリング訓練 

（４）救護訓練 
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７．訓練結果の概要及び個別評価 

訓練モニタ及び外部機関の有識者による評価結果から、訓練ごとに設定した達成目標について

はいくつかの課題が抽出されたものの概ね達成できたものと評価する。各訓練の実施内容及び評

価は以下のとおり。 

 

７．１ 総合訓練 

７．１．１ 現地対策本部における訓練 

（１）現地対策本部要員の招集訓練 

【実施内容】 

①危機管理課長は、警戒事象（地震）及び異常事象（ＨＴＴＲ及び「常陽」における原子

炉の異常）発生後、本部長の指示で、構内放送により現地対策本部要員を緊急時対策所

へ招集し、参集状況を確認して活動体制を整えた。 

②副本部長（保安管理部長）は、本部長より先に緊急時対策所に到着し、本部長の到着を

待つことなく現地対策本部の設置を宣言した。 

【評価】 

①危機管理課長は、本部長の指示により、「事故対策規則」に基づいて現地対策本部要員を

招集し、遅滞なく活動体制を整えることができた。 

②副本部長（保安管理部長）は、「事故対策規則」に基づいて本部長に代わって現地対策本

部の設置が宣言できた。 

 

（２）機構対策本部及び発災現場指揮所との情報共有訓練 

【実施内容】 

①ＨＴＴＲ及び「常陽」の現場指揮所から現地対策本部へ派遣された説明要員（以下「説

明要員」という。）は、各現場指揮所からのＴＶ会議システムを通じた発話内容及び機構

内のＬＡＮ回線を使用した共有サーバ（以下「共有サーバ」という。）に格納されたプラ

ントデータや放射線管理データ等の情報を「発生事象状況確認シート」、「事象進展対策

シート」及び「施設概略図」に集約し、ＥＡＬの判断基準及び今後の事象進展等を視覚

情報により機構対策本部及び現場指揮所へ情報共有した。 

②情報統括者は、ＨＴＴＲにおける現状の圧力容器の状況、原子炉冷却機能・停止機能の

復旧に向けた対策の実施状況及び復旧予測時刻についてのブリーフィングを実施し、機

構対策本部及び現場指揮所と情報共有した。 

③情報統括者は、発災初期の段階でＨＴＴＲ現場指揮所との機構ＴＶ会議システムが一時

使用不能となった際、音声による情報共有（音声会議用機器を用いた機構ＴＶ会議シス

テムへの接続）への切り替えを指示し、ＨＴＴＲ現場指揮所と情報共有した。 

④総括班長は、発災施設ごとに情報を集約する者を分担させ、プラントの発災状況、今後

の事象進展等に関する情報を整理して、機構ＴＶ会議システム、電話、ＦＡＸ及び共有

サーバを用いて機構対策本部及び現場指揮所に情報共有した。 

⑤本部長は、ＨＴＴＲ及び「常陽」現場指揮所からのプラント状況及び今後の推移等に関

する報告を受け、「防災業務計画」で定めるＥＡＬ事象を判断して宣言し、機構ＴＶ会議

システムにより機構対策本部及び現場指揮所と情報共有した。 

【評価】 

①ＨＴＴＲ及び「常陽」の説明要員は、「現地対策本部活動要領」に基づいて各現場指揮所

から情報を収集して機構対策本部へ情報共有ができたことから、対応は良好であった。 

②情報統括者は、「現地対策本部活動要領」に基づいてブリーフィングを実施できたことか

ら、対応は良好であった。また、試行として作成した「発話ポイント集」に従ってブリ

ーフィングを実施し、ＨＴＴＲのプラント状況や発生したＥＡＬ事象に対する対策の内
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容及び今後の見込みについて簡潔に説明することができ、有効性が確認できた。「発話ポ

イント集」を要領等へ明記し、今後も活用していく。 

③情報統括者は、ＨＴＴＲ現場指揮所との機構ＴＶ会議システムが一時使用不能となった

際、「現地対策本部活動要領」に基づく代替手段への切り替えを指示し、対応は良好であ

った。 

④総括班長は、「現地対策本部活動要領」に基づいて発災施設ごとに情報を整理して機構内

に情報共有ができたことから、対応は良好であった。 

⑤本部長は、発生した事象がＥＡＬに該当したことを判断して宣言し、機構対策本部及び

現場指揮所へ伝達できたことから、ＥＡＬの判断能力を有していることが確認できた。 

 

（３）統合ＮＷシステムによるＥＲＣ及び機構対策本部との情報共有訓練 

【実施内容】 

・メインスピーカーである副本部長は、ＥＲＣプラント班と機構対策本部ＥＲＣ対応者と

の情報共有の中で、技術的・専門的な内容の補足を行った。 

【評価】 

・副本部長は、「現地対策本部活動要領」に基づいて機構対策本部ＥＲＣ対応者、ＨＴＴＲ

及び「常陽」の補助者と連携してＥＲＣプラント班へ補足し、情報共有ができたことか

ら、対応は良好であった。 

   
（４）原災法第１０条及び第１５条事象発生による関係機関への派遣対応訓練 

【実施内容】 

①本部長は、原災法第１０条及び第１５条事象の発生後、あらかじめ派遣要員として指名

している者の中からＥＲＣ、ＯＦＣ及び関係機関へ派遣する要員を決定し、派遣した。

（ＥＲＣ及びＯＦＣ以外は模擬） 

②リエゾンは、ＥＲＣプラント班との質疑応答、機構対策本部が説明した内容の補足説明

に対して、「災害対策資料」を用いて内容を確認し情報提供した。 

【評価】 

①本部長は、原子力防災管理者として、「防災業務計画」に基づいて関係機関への派遣要員

を決定して派遣できたことから、対応は良好であった。 

②リエゾンは、「原子力規制庁緊急時対応センターへのリエゾン派遣の役割について」に基

づき、ＥＲＣプラント班に対して、「災害対策資料」を活用して情報提供ができたことか

ら、対応は良好であった。 

 

（５）大規模地震発生後の人員点呼及び施設等点検結果の集約・報告訓練 

【実施内容】 

・情報班及び管理グループは、大洗研究所内の各現場指揮所から報告を受けた人員点呼及

び施設等点検結果を集約し、構内放送による点検の指示から５０分で本部長へ報告した。 

【評価】 

・情報班及び管理グループは、「地震時措置要領」に基づき６０分以内に人員点呼及び施設

等点検結果を集約して本部長へ報告できたことから、対応は良好であった。 

 

（６）プレス対応訓練 

【実施内容】 

①広報班のプレス文作成者は、ＨＴＴＲ及び「常陽」で発生したＥＡＬ事象、負傷者情報

を区分けし、重要度に応じてプレス文を作成した。 

②プレス対応者は、発生した事象の重要度に応じて、図面や写真等を用いて発生した事象
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を記者会見で説明した。 

【評価】 

①プレス文作成者は、「現地対策本部活動要領」に基づき、発生事象ごとに内容を整理して

プレス文を作成することができた。 

なお、ＨＴＴＲのプレス文は、専門用語を多用して作成してしまったことから改善が

必要であると評価した。【8.(1)＜課題③＞】【10.(1)＜課題①＞】 

②プレス対応者は、「現地対策本部活動要領」に基づき、記者に対して発生した事象を説明

することができたことから、対応は良好であった。 

 

（７）原子力事業所災害対策支援拠点及び原子力緊急事態支援組織への支援要請訓練 

【実施内容】 

・本部長は、ＨＴＴＲが原災法第１０条事象に進展したことを踏まえ、機構ＴＶ会議シス

テムを通じて、機構対策本部へ原子力科学研究所（以下「原科研」という。）及び核燃料

サイクル工学研究所（以下「核サ研」という。）のモニタリングカー並びに対応要員の派

遣、楢葉遠隔機材技術開発センター（以下「楢葉センター」という。）へ遠隔機材の支援

を要請し、支援体制を確認した。 

【評価】 

・本部長は、「防災業務計画」に基づき、機構対策本部へ原子力事業所災害対策支援拠点及

び原子力緊急事態支援組織への支援要請を行い、支援体制を確認することができた。 

 

７．１．２ ＨＴＴＲ現場指揮所における訓練 

（１）ＨＴＴＲにおける緊急時対応訓練 

【実施内容】 

・現場対応班長は、複数発生した事象に対して、事故の原因を調査するとともに、事故の

収束に向けた戦略を検討して、進展予測及び復旧対応を行った。 

【評価】 

・現場対応班長は、「施設現場対応班活動要領」に基づいて復旧対応ができたことから、対

応は良好であった。 

 

（２）現場指揮所と現地対策本部との情報共有訓練 

【実施内容】 

・現場対応班長は、ＥＡＬ事象の発生状況、進展予測、復旧対応及び負傷者情報を集約し、

緊急時対応の内容について現地対策本部と情報共有した。 

  また、機構ＴＶ会議システムが一時使用不能となった場面で、電話による音声会議に

切り替えて対応した。 

【評価】 

・現場対応班長は、「施設現場対応班活動要領」に基づいて現地対策本部と情報共有ができ

たことから、対応は良好であった。 

  また、「現地対策本部活動要領」に基づき、機構ＴＶ会議システムから電話による音声

会議に切り替えて支障なく対応することができた。 

 

７．１．３ 「常陽」現場指揮所における訓練 

（１）「常陽」における緊急時対応訓練 

【実施内容】 

・現場対応班長は、発生した事象に対して、事故の原因を調査するとともに、事故の収束

に向けた戦略を検討して、進展予測及び復旧対応を行った。 
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【評価】 

・現場対応班長は、「高速実験炉部事故対策要領」に基づいて復旧対応ができたことから、

対応は良好であった。 

 

（２）現場指揮所と現地対策本部との情報共有訓練 

【実施内容】 

・現場対応班長は、ＥＡＬ事象の発生状況、進展予測及び復旧対応の情報を集約し、緊急

時対応の内容について現地対策本部と情報共有した。 

【評価】 

・現場対応班長は、「高速実験炉部事故対策要領」に基づいて現地対策本部と情報共有がで

きたことから、対応は良好であった。 

 

７．１．４ 機構対策本部における訓練 

（１）機構内及びＥＲＣとの情報共有訓練 

【実施内容】 

①機構対策本部は、現地対策本部からの情報（機構ＴＶ会議システムでの発話内容及び書

画装置を用いて共有された「発生事象状況確認シート」、「事象進展対策シート」等の視

覚情報）から情報収集を行った。また、ＥＲＣに対し、視覚情報を活用しながらＥＡＬ

の判断、今後の事象進展等の情報を提供した。 

②機構対策本部は、現地対策本部の情報統括者が実施したブリーフィング内容をＥＲＣに

対して情報提供した。 

③機構対策本部は、大洗研究所内で機構ＴＶ会議システムが一時使用不能となった場合に

おいても、現地対策本部にて音声による情報共有に切り替えて対応を行ったことにより、

その間も情報収集を行えた。 

④機構対策本部は、機構ＴＶ会議システムから提供されるＨＴＴＲに係る情報と「常陽」

に係る情報について、連絡メモに施設名を記載して区分けした上で情報を収集し、ＥＲ

Ｃに対して情報提供を実施した。 

【評価】 

①機構対策本部は、「原子力規制庁緊急時対応センターとの接続時対応マニュアル」（以下

「ＥＲＣ対応マニュアル」という。）に基づいて現地対策本部から情報を収集してＥＲＣ

へ情報提供を行えたことから、対応は良好であった。 

②機構対策本部は、「ＥＲＣ対応マニュアル」に基づいて現地対策本部が実施したブリーフ

ィングの内容をＥＲＣへ情報提供することができた。 

③機構ＴＶ会議システムが使用不能となった場合においても代替手段の活用により機構

内の情報共有ができることを確認した。 

④複数施設発災時のＥＲＣへの情報提供について、どの施設の情報なのか判別しづらい場

面があった。また、地震発生後の初期段階で、大洗研究所の原子力施設の稼働状況に関

する情報をＥＲＣへタイムリーに報告することができなかったことから、改善が必要で

あると評価した。【10.(2)＜課題①＞＜課題②＞】 

 

（２）原子力事業所災害対策支援拠点及び原子力緊急事態支援組織との連動訓練 

【実施内容】 

・機構対策本部は、現地対策本部からの支援要請を受け、支援本部となる原科研及び核サ

研に対して原子力事業所災害対策支援拠点へのモニタリングカー及び要員の派遣、原子

力緊急事態支援組織である楢葉センターに対して遠隔機材の支援を要請した。 

・機構対策本部は、適宜遠隔機材の準備状況、運搬状況等を支援本部及び原子力緊急事態
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支援組織から情報収集し、機構ＴＶ会議システムでの発話により大洗研究所へ情報提供

を行った。 

【評価】 

・機構対策本部は、「機構本部事故対策規則」に基づいて現地対策本部からの要請に伴い、

支援本部及び原子力緊急事態支援組織への支援要請と準備状況を機構内へ情報提供が

行えたことから、支援要請における対応は良好であった（別紙２参照）。 

 

７．２ 個別訓練 

（１）通報訓練 

【実施内容】 

①総括班は、異常事象、ＥＡＬ事象の発生及び応急措置の報告に対する通報文を作成し、

本部長及び副本部長を中心に現地対策本部内で通報内容の確認を行った。また、ＦＡＸ

による通報連絡に当たっては、ＥＲＣ及び機構対策本部に対しては個別ＦＡＸ、その他

関係機関に対しては同報ＦＡＸにより送信手段を弁別して、一斉に通報連絡を実施した。 

②総括班は、原子力防災管理者である本部長がＥＡＬ事象を判断後、下表＜ＥＡＬ事象の

発生に係る通報連絡の実績＞に示す時間でＥＲＣを含む関係機関へＦＡＸによる通報

連絡を行った。 

③外部対応班は、総括班がＦＡＸによる通報連絡を行った後、電話により事象の発生状況

や進展状況等を関係機関に対して説明した。 

【評価】 

①総括班は、「現地対策本部活動要領」に基づいて現地対策本部内に提供された情報を集約

し、通報文を作成してＦＡＸによる通報連絡が行えた。 

ただし、総括班の通報様式作成者は、ＦＡＸによる通報連絡（「常陽」の通算第２報及

び通算第３報）において、警戒事態該当事象の発生時刻欄に「原子力防災管理者の判断

時刻」を記載すべきところ、「事象の発生時刻」を記載して送信してしまった。その後、

総括班長が記載ミスに気付いて速やかに修正報を発信できたことは妥当な対応であっ

たが、改善が必要であると評価した。【10.1(1)＜課題②＞】 

②総括班は、本部長がＥＡＬ事象を宣言後、「現地対策本部活動要領」に基づいて１５分以

内にＦＡＸによる通報連絡が行えたことから、対応は良好であった。 

③外部対応班は、「現地対策本部活動要領」に基づいて、電話連絡によりＦＡＸ文の着信確

認、事象の発生状況等を説明できたことから、対応は良好であった。 

 

＜ＥＡＬ事象の発生に係る通報連絡の実績＞ 

発災 
施設 

判断 
時間 通報内容 送信 

時間 
所要 
時間 

「常陽」 11:16 【AL】電源供給機能の異常（その 1：交流電源喪失） 11:29 13 分 

HTTR 11:40 【AL】使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ 11:52 12 分 

HTTR 13:16 【SE】原子炉停止機能の全ての喪失 
原子炉冷却機能の全ての喪失 13:26 10 分 

HTTR 13:38 【AL】単一障壁の喪失 13:51 13 分 

HTTR 13:52 【GE】原子炉停止機能の全て喪失かつ冷却機能の 
全て喪失 14:05 13 分 

  AL：警戒事象、SE：原災法第 10 条事象、GE：原災法第 15 条事象 
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（２）避難訓練 

【実施内容】 

①大洗研究所内の従業員等は、地震発生時、机の下に身を隠すなど安全を確保した。 

②総括班は、原災法第１０条及び第１５条事象の発生に伴い、構内放送で大洗研究所内の

従業員等へ屋内退避を指示し、建屋内に避難させた。 

【評価】 

①大洗研究所内の従業員等は、「地震時措置要領」に基づいて身の安全を確保することがで

きたことから、対応は良好であった。 

②総括班は、「現地対策本部活動要領」に基づいて建屋内へ避難させることができたことか

ら、対応は良好であった。 

 

（３）緊急時環境モニタリング訓練 

【実施内容】 

・環境監視グループは、モニタリングカーによる大洗研究所内の環境モニタリング及びモ

ニタリングポストの指示値を監視して、定期的に現地対策本部へ報告した。 

【評価】 

・環境監視グループは、「現地対策本部活動要領」に基づいて定期的に環境測定データを報

告することができたことから、対応は良好であった。 

 

（４）救護訓練 

【実施内容】 

・ＨＴＴＲ現場対応班は、管理区域内で発生した負傷者を救出し、厚生医療グループへ引

き渡した。 

・厚生医療グループは、本部長の指示により、救急車を出動して負傷者を収容し外部医療

機関へ救急搬送（模擬）した。 

【評価】 

・現場対応班は、「施設現場対応班活動要領」に基づいて負傷者を救出できたことから、対

応は良好であった。 

・厚生医療グループは、「現地対策本部活動要領」に基づいて救急搬送できたことから、対

応は良好であった。 
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８. 過去の訓練を踏まえた改善点の評価 

前回の防災訓練（平成 31 年 1 月 15 日実施）で抽出された改善点に対する取組状況は以下のと

おり。 

（１）大洗研究所 

前回の防災訓練で抽出された改善点 取組状況 

＜課題①＞ 

 「防災業務計画」で定める原災法第 

１０条及び第１５条事象の判断基準と

「発生事象状況確認シート」の該当条件

の記載が統一されておらず、ＥＲＣに対

する説明において混乱を招いた。 

【8.(2)＜課題②＞と関連】 

 
【原因】 

・「発生事象状況確認シート」は、大洗研

究所が定める「通報連絡基準」に準じ

て作成していた。当該基準には、原災

法第１０条及び第１５条事象の判断基

準に係る解説並びに補足が記載されて

いるが、「防災業務計画」には解説及び

補足が記載されていないため、「発生事

象状況確認シート」と「防災業務計画」

の判断基準の該当条件が統一されてい

なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【対策】 

・「防災業務計画」で定めるＥＡＬ事象の判断基準を

明確化して見直しを行い、その判断基準と「発生事

象状況確認シート」の該当条件の記載が同一となる

ように修正して改善を図った。 

 

 

 

 

 

 
【評価】 

・機構対策本部及び現地対策本部のＥＲＣ対応者は、

「防災業務計画」と「発生事象状況確認シート」を

使って、「常陽」で発生したＥＡＬ事象の判断基準

を整理し説明することができた。【完了】 
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前回の防災訓練で抽出された改善点 取組状況 

＜課題②＞ 

ＥＲＣへ派遣したリエゾンは、役割、

活動内容等を認識し積極的に活動するこ

とができたが、ＥＲＣから原災法第１５

条事象の判断根拠について質問を受けた

際、誤った説明により混乱を招いた。 

 
【原因】 

・リエゾンは、「防災業務計画」で定める

原災法第１５条事象に対する判断根拠

（判断基準）が一部不明確であったこ

とから、該当条件を別のＥＡＬ事象の

該当条件と誤ってＥＲＣに説明してし

まった。また、リエゾンとホットライ

ン対応者の連携は取れていたが、ホッ

トライン対応者も原災法第１５条事象

に対する判断根拠（判断基準）を明確

に理解していなかったことから、リエ

ゾンをフォローすることができなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 
【対策】 

・「防災業務計画」で定めるＥＡＬ事象の判断基準を

明確化して見直しを行い、その判断基準と「発生事

象状況確認シート」の該当条件の記載が同一となる

ように修正して改善を図り、リエゾン、ホットライ

ン対応者及びホットライン対応者へ回答を作成す

る現場対応班へ教育を実施した。 

 

 

 

 

 

 
【評価】 

・リエゾンは、「防災業務計画」と「発生事象状況確認

シート」を使って、ＥＲＣプラント班へＥＡＬの判

断基準を含めＨＴＴＲの技術的・専門的な内容を正

確に説明することができた。 

・ホットライン対応者は、リエゾンからのＥＡＬ判断

基準に関する質問や確認事項を正確にフォローす

ることができた。 

・現場対応班は、情報の発信源としてＥＡＬの判断基

準を正確に情報共有することができた。【完了】 
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前回の防災訓練で抽出された改善点 取組状況 
＜課題③＞ 
 プレス対応者は、記者会見で説明する

際、ＥＡＬ事象と負傷者状況を混在して

説明してしまったことから、分かりやす

く説明することができなかった。 
 
【原因】 
①プレス対応者は、時系列を中心に構成

されたプレス文を読上げに近い形で説

明してしまったことから、ＥＡＬ事象

と負傷者状況が混在してしまい、説明

のポイント（原災法第 15 条事象と負傷

者情報の区別が不明確）を強調した説

明が不十分であった。 
 
②プレス文作成者は、従来から時系列的

にプレス文を作成していたことで、機

械的に内容を整理してしまい、事象の

重要度に応じた構成でプレス文を作成

する認識が共有されていなかった。 
 
 
③プレス文の内容確認において、現地対

策本部内で原災法第１５条事象の収束

に向けた情報共有や通報文の読み合わ

せ等で対応が重複し、従来実施してい

る現地対策本部内での読み合わせがで

きず、チェック体制が機能しなかった。 
 

 
 
 
 
 
 
【対策】 
①発生事象に対して優先順位をつけ、記者を含め、国

民の目線で丁寧に分かりやすく説明できるように、

プレス対応者に対して、メディアトレーニングを実

施した。 
 
 
 
 
②プレス文作成者に対して、事象の重要度に応じたプ

レス文を作成させるための教育・訓練を実施した。 
また、プレス文の作成に当たっては、事象ごとに

作成することをルール化し、「現地対策本部活動要

領」へ反映した。 
 
 
③現地対策本部内でプレス文の読み合わせができな

い状況にあっては、副本部長を専属に配置するチェ

ック体制をルール化し、「現地対策本部活動要領」

へ反映した。 
 
 
【評価】 
・以下のとおり各対策が有効に機能し、プレス対応者

はＥＡＬ事象と負傷者状況を区別して分かりやす

く説明することができた。 
①プレス対応者は、記者会見で優先するポイントを強

調した説明をすることができた。 
 
②プレス文作成者は、発生した事象の重要度に応じて

プレス文を作成することができた。（7.1.1 (6)を参

照） 
 
③プレス文作成後のチェック体制については、副本部

長を専属に配置したことで、チェック体制が機能し

たことを確認することができた。【完了】 
 

【新たな課題】 
・ＨＴＴＲのプレス文は、専門用語を多用して作成し

てしまったことから改善が必要であると評価した。

【10.(1)＜課題①＞】 
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（２）機構対策本部 

前回の防災訓練で抽出された改善点 取組状況 

＜課題①＞ 

機構対策本部は、「事象進展対策シー

ト」を活用した口頭説明は適時実施した

が、応急措置の状況をＥＲＣに対して正

確に伝えられなかった。 

 
【原因】 

・「事象進展対策シート」のフォーマット

に不明確な部分があり、現地対策本部

は作業状況（実施時刻）の入力が行え

なかったことからシートを完成させる

ことができず、機構対策本部は準備時

刻（準備開始時刻）、作業事項の時刻（対

策開始時刻）が把握できなかった。 

 

 

 

 

 

 

 
【対策】 

・機構対策本部は、応急措置の「開始時刻」の認識に

ついて、機構大で統一を図るため、“準備開始時刻”

と“対策開始時刻”に区別するよう「事象進展対策

シート」を見直すことを指示した。また、見直され

たことの確認を実施した。 

・現地対策本部は、“準備開始時刻”と“対策開始時

刻”を区別して報告するように「事象進展対策シー

ト」の様式及び運用を見直した。 

 
【評価】 

・現地対策本部は、見直した「事象進展対策シート」

を活用して“準備開始時刻”と“対策開始時刻”を

区別して入力を行った。それを基に機構対策本部

は、各時刻を把握できた結果、ＥＲＣに対して応急

措置の作業時間を含め実施状況を情報提供するこ

とができた。【完了】 
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前回の防災訓練で抽出された改善点 取組状況 

＜課題②＞ 

機構対策本部は、原災法第１５ 条事象

の該当条件について、ＥＲＣに対して十

分に補足説明ができなかった。 

 
【原因】 

・「発生事象状況確認シート」について

は、今年度（2018 年度）から試行的に

活用したことから、「防災業務計画」に

記載されているＥＡＬ 事象の判断基

準と「発生事象状況確認シート」に記

載されているＥＡＬ 事象の該当条件

が一致していない状態で作成されてい

ることを機構対策本部は把握できてい

なかった。 

 

 

 

 

 

 
【対策】 

・機構対策本部は、ＥＡＬ判断基準の認識について機

構大で統一を図るため、①「防災業務計画」に記載

されているＥＡＬ事象の判断基準と同一となるよ

うに「発生事象状況確認シート」の該当条件の記載

を見直すこと、②判断基準が明確になるように「防

災業務計画」の記載を見直すことを指示した。また、

見直されたことの確認を実施した。 

・現地対策本部は、「防災業務計画」及び「発生事象状

況確認シート」の見直しを行った。 

（8. (1)＜課題①＞を参照） 

 
【評価】 

・機構対策本部及び現地対策本部のＥＲＣ対応者は、

「防災業務計画」と「発生事象状況確認シート」を

活用してＥＡＬ事象の該当条件をＥＲＣに対して

説明することができた。【完了】 

 

前回の防災訓練で抽出された改善点 取組状況 

＜課題③＞ 

ＥＲＣに対して、ブリーフィングの音

声を提供することができなかった。 

 
【原因】 

・「ＥＲＣ対応マニュアル」では、機構内

で実施されるブリーフィングの音声を

ＥＲＣへ提供することで今後の応急処

置等の全体的な情報を提供することと

していたが、ブリーフィングを実施し

た際、機構対策本部ＥＲＣ対応ブース

においてＥＲＣからの質問に対する回

答を優先したため、ＥＲＣ に対してブ

リーフィングの音声を視聴させること

ができなかった。 

 

 

 

 

 
【対策】 

・ＥＲＣと機構対策本部間の質疑対応を中断するこ

となく今後の応急処置等の全体的な情報を提供す

るため、現地対策本部からのブリーフィングの音声

をそのまま提供する方法を改め、ブリーフィング内

容を確認した上で機構対策本部からＥＲＣへ提供

するようにマニュアルを見直した。 

 

 

 

 
【評価】 

・機構対策本部は、現地対策本部が２回実施したブリ

ーフィング内容を確認した上でＥＲＣへ情報提供

することができた。【完了】 
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９．訓練全体の評価結果 

（１）訓練全体に設定した目標に対する評価 

「１.（２）目標」に示す以下の①～④について、訓練モニタ及び外部機関の有識者による

評価結果から、一部課題は抽出されたものの概ね達成できたと評価する。 

①「発生事象状況確認シート」、「事象進展対策シート」等の視覚情報を用いて、ＥＡＬの判

断基準、今後の事象進展等をＥＲＣを含む関係箇所へ情報提供ができること。 

・現地対策本部は、事象の発生状況、ＥＡＬの判断基準、今後の事象進展及び対策につい

て、機構対策本部及び現場指揮所へ「発生事象状況確認シート」及び「事象進展対策シ

ート」といった視覚情報を用いて情報提供ができた。【7.1.1 (2)①】 

・機構対策本部は、現地対策本部からの情報を集約し、ＥＲＣに対して視覚情報を用いて

ＥＡＬの判断基準、今後の事象進展及び対策について情報提供ができた。【7.1.4 (1)①】  

②ＥＡＬ事象の発生状況、今後の事象進展及び収束に向けた対応について、ブリーフィング

により機構内外の関係箇所へ情報共有できること。 

・情報統括者は、「現地対策本部活動要領」に基づき、原災法第１０条事象への進展状況及

び原災法第１５条事象の収束に向けた対応方針についてブリーフィングを設定し、機構

対策本部及び現場指揮所へ情報共有ができた。【7.1.1 (2)②】 

・機構対策本部は、現地対策本部が実施したブリーフィングの内容をＥＲＣへ情報提供で

きた。【7.1.4 (1)②】 

③機構ＴＶ会議システムが一時使用不能となった場合であっても、代替手段により情報共有

ができること。 

・「現地対策本部活動要領」に基づき、情報統括者の指示で電話による音声会議に切り替え

たことにより、現地対策本部、機構対策本部及び現場指揮所で支障なく情報共有ができ

た。【7.1.1 (2)③】【7.1.4 (1)③】 

④ＨＴＴＲ及び「常陽」の２施設で事象が発生した場合であっても、情報が混乱することな

くＥＲＣを含む関係箇所へ情報提供ができること。 

・２施設の同時発災に伴い、ＨＴＴＲ及び「常陽」現場指揮所から機構ＴＶ会議システム

により、断続的に報告される内容を情報統括者が発生事象の重要度に応じて、ＨＴＴＲ

と「常陽」の発話をコントロールしたことで、現地対策本部は混乱なく情報を整理でき

た。また、現場対応班長は、緊急性の高い重要な情報について「至急、至急」という発

話により優先して情報提供ができた。【7.1.1 (2)④】【7.1.4 (1)④】 

・機構対策本部は、２施設の同時発災時のＥＲＣへの情報提供について、どちらの施設の

情報なのか判別しづらい場面があったこと、地震発生後の初期段階で大洗研究所の原子

力施設の稼働状況に関する情報をＥＲＣへタイムリーに報告することができなかった

ことから、改善が必要であると評価した。【10.(2)＜課題①＞＜課題②＞】 

 
（２）総合的な評価 

「１.（１）目的」に示す、ＨＴＴＲ及び「常陽」の２施設を対象とした複数のＥＡＬ事象

発生を踏まえた原子力災害に対する実効的な対応能力の向上について、上記の評価結果及び

以下の活動により達成できたと評価する。 

・上記③及び④のとおり、初の想定事象として、２つの原災法対象施設での発災に加え通

信設備の不調といった厳しい条件を設定した場合においても、一部課題は抽出されたも

のの概ね関係箇所と情報共有ができることを確認した。 

・初の取組みとして、ＯＦＣプラントチームへの要員を派遣し、体制を確認することがで

きた。また、派遣要員と現地対策本部が連携を図り、ＯＦＣ内へ情報共有が実施できる

ことを確認した。 
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１０. 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の防災訓練において抽出された課題は以下のとおりである。 

（１）大洗研究所 

＜課題①＞ 

プレス文作成者は、ＨＴＴＲで発生したＥＡＬ事象について、プレス文に専門用語を多

用した。【7.1.1 (6)①】【8.(1)＜課題③＞】 

   【原因】 

    ①プレス文において、技術的・専門的用語の補足説明を記載することをルール化していな

かった。 

②記者会見でプレス文を説明する際、技術的・専門的用語を図面等を活用して補足説明す

ることをルール化していなかった。 

   【対策】 

①プレス文に技術的・専門的用語の補足説明を記載することをルール化する。 

②記者会見において、技術的・専門的用語の補足説明については図面等の活用をルール化

する。 

 
＜課題②＞ 

     総括班の通報様式作成者は、警戒事象発生後のＦＡＸによる通報連絡において、警戒事

態該当事象の発生時刻欄に「原子力防災管理者の判断時刻」を記載すべきところ、「事象の

発生時刻」を記載して送信してしまった。【7.2(1)①】 

【原因】 

①通報様式に記入する警戒事態該当事象の発生時刻について、時系列情報を基に記入する

ことをルール化していなかったことから、「常陽」の通報様式作成者は、機構ＴＶ会議シ

ステムの発話内容から自らメモした情報を基に警戒事態該当事象の発生時刻を記入し

たため、正確性に欠ける情報を通報様式に記入してしまった。 

②「現地対策本部活動要領」には、通報連絡の時間と通報様式の内容確認について定めら

れているが、通報連絡の時間のみ「厳守」となっていた。このため、現地対策本部員は、

通報時間を優先し通報様式の内容確認を行なわずに送付してしまった。 

③現地対策本部内での通報様式の内容確認に係る要素訓練について、ＥＡＬ事象が短時間

で複数発生した状況など、確認時間が限られた厳しい状況を想定して実施していなかっ

た。 

【対策】 

①-1 通報様式の「原子力防災管理者の判断時刻」は、発生事象状況確認シート又はホワイ

トボードの時系列情報を基に記入することをルール化する。 

①-2 上記に加え、「防災業務計画」で定める通報様式（様式７－１及び様式８－１）の事象

の発生時刻欄に注記として「原子力防災管理者の判断時刻」を追記し、視覚的な判断

で間違うことなく対応できるように改善を図る。 

②-1 通報連絡の時間厳守と同様に、通報様式の内容確認の厳守を「現地対策本部活動要領」

に明記する。 

②-2 現地対策本部員が通報様式の内容確認で用いる記載例について、「原子力防災管理者

の判断時刻」及び「該当事象の種類」を重要な確認ポイントとして強調し明記する。 

②-3 通報様式の内容確認が行われたことを確認するため、総括班の連絡管理の運用を見直

し、ＥＡＬ判断時刻及び通報時刻の管理に加え、現地対策本部員による内容確認につ

いても管理をする。 

③確認時間が限られた厳しい状況下で現地対策本部内での通報様式の内容確認に係る要

素訓練を実施し、上記の各対策の有効性を確認する。 
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（２）機構対策本部 

＜課題①＞ 

   ＥＲＣへの情報提供について、どの施設の情報なのか明確にした上で情報提供すること

ができなかった。【7.1.4 (1)④】 

【原因】 

・複数施設同時発災時における情報提供の方法について検討・ルール化していなかった。 

【対策】 

・複数施設同時発災の場合は施設名を述べてから事象内容を発話することをルール化する。 

・発話者が上記対応を実施できていない場合は、統括者及び情報整理担当者が声掛けを行

う等、発話者に対するフォローをルール化する。 

 

＜課題②＞ 

地震発生後の初期段階で、原子力施設の稼働状況に関する情報をＥＲＣへタイムリーに

報告することができなかった。【7.1.4(1)④】 

【原因】 

・地震発生時の稼働状況（運転状況、電源の有無、自動スクラム作動の有無等）を取りま

とめた専用様式を発話者まで回付するルールとしていなかった。その結果、ホットライ

ン対応者が迅速に情報を取りまとめたが、その内容をＥＲＣ対応ブース内に口頭で伝え

たため、発災プラント情報との情報が錯綜する中でタイムリーに報告できなかった。 

【対策】 

・地震発生時の稼働状況について、口頭のみの情報共有でなく専用様式を発話者まで必ず

回付し情報共有することをルール化する。 

・地震発生後の初期段階で、ＥＲＣに対して、専用様式を書画装置で映しながら地震発生

時の稼働状況を優先的に報告することをルール化する。 
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別紙２ 

防災訓練の結果の概要（個別訓練） 

 

１．訓練の目的  

本訓練は、「大洗研究所原子力事業者防災業務計画」に定める原子力事業所災害対策支援拠点及

び原子力緊急事態支援組織との支援体制を踏まえ、原子力災害発生時における緊急時対応に係る

技能の定着・維持・向上を図るとともに、あらかじめ定めた緊急時対応に係る各種機能が有効に

機能することを確認するため、緊急時に備えた各種対応に係る個別訓練を実施した。 

 
２．実施期間 

令和元年７月２４日（水）～令和２年３月１１日（水） 

 
３．実施体制、評価体制及び参加者 

（１）実施体制 

訓練ごとに実施責任者を設け、実施担当者が訓練を行った。 

詳細は、「添付資料」のとおり。 

（２）評価体制 

実施責任者が評価した。 

（３）参加者 

「添付資料」のとおり。 

 
４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

（１）遠隔機材の操作訓練及び原子力緊急事態支援組織との連携訓練 

・原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第１５条事象が発生し、高放射線環

境下での現場での応急措置が必要となる事態を想定 

（２）支援本部及び原子力事業所災害対策支援拠点との連携訓練 

・原災法第１５条事象が発生し、施設から放射性物質が放出される事態を想定 

 
５．防災訓練の項目 

個別訓練（その他の訓練） 

 
６．防災訓練の内容 

（１）遠隔機材の操作訓練 

（２）原子力緊急事態支援組織との連携訓練 

（３）支援本部及び原子力事業所災害対策支援拠点との連携訓練 

 
７．訓練結果の概要及び個別評価 

（１）遠隔機材の操作訓練 

【実施内容】 

・偵察用ロボット及び作業用ロボットの操作（走行、模擬試料採取など）について実操作訓練

を実施した。 

・小型無線ヘリの操作（ホバリング、移動、旋回など）について実操作訓練を実施した。 

 【評価】 

  ・遠隔操作ロボットの操作ができることを確認した。評価結果は、「添付資料」のとおり。 
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（２）原子力緊急事態支援組織との連携訓練 

  【実施内容】 

・偵察用ロボット及び小型無人ヘリを原子力緊急事態支援組織（楢葉遠隔技術開発センタ

ー）から機構本部（原子力事業所災害対策支援拠点として模擬）に運搬した。 

・機構本部において、偵察用ロボット及び小型無人ヘリの動作確認を行い、大洗研究所への

引渡しが可能であることを確認した。 

 【評価】 

  ・原子力緊急事態支援組織が保有する資機材（遠隔操作ロボット）の受取確認ができることを

確認した。評価結果は、「添付資料」のとおり。 

（３）支援本部及び原子力事業所災害対策支援拠点との連携訓練 

【実施内容】 

・機構対策本部からの要請を受け、大洗研究所の支援本部となる原子力科学研究所（以下

「原科研」という。）及び核燃料サイクル工学研究所（以下「核サ研」という。）は、機

構本部（原子力事業所災害対策支援拠点）にモニタリングカー及び要員を派遣させた。 

・原科研及び核サ研の要員は、モニタリングカーにより放射線量を測定し、測定結果につい

て機構対策本部支援班へ報告した。 

 【評価】 

  ・緊急時モニタリング活動（放射線量の測定）ができることを確認した。評価結果は、「添付

資料」のとおり。 

 
８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

個別訓練（その他の訓練）で抽出された今後に向けた改善点は、「添付資料」のとおり。 

 
 

以 上 

 

 






